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「アクション・プラン」推進委員会(第９回)の開催結果について 

１ 開催日時：平成24年６月８日（金）18:00～19:15 

２ 場  所：内閣府地域主権戦略室会議室 

３ 出 席 者：別紙名簿のとおり 

４ 議  事：国の出先機関の事務・権限のブロック単位での移譲について

○ 「国の特定地方行政機関の事務等の移譲に関する法律案」（P13 別添資料１）および

「国の出先機関の事務・権限のブロック単位での移譲について（閣議決定案）」につい

て議論が行われ、法案と閣議決定案の取り扱いについて川端担当大臣に一任された。 

○ 主な発言要旨 

（嘉田国出先機関対策委員長） 

・関西広域連合意見（P５ 別添資料５）に基づき説明。 

（飯泉徳島県知事） 

・四国知事会の決議（当日提出資料）を説明。 

・政令に委ねられた移譲事務は、「国と地方の協議の場」などを活用して中身を詰め、

地方の意見を最大限反映していただきたい。 

（広瀬大分県知事） 

・九州知事会の緊急提言（当日提出資料）を説明。 

・移譲事務が政令に委ねられても、丸ごとの精神を維持してほしい。 

・何を持ち寄るかは地方の自主性で決めていくということを堅持してほしい。 

・財政措置については、心配のないように何らかの形（閣議決定等）で示してほしい。 

（岡崎高知市長） 

・全国市長会の決議（当日提出資料）を説明。 

・全国市長会の総会では、市町村意見が担保されるような仕組み（法案化や連合委員会

への参加等）との意見があった。 

・市町村と知事会の意思疎通についてはブロック毎で濃淡がある。慎重に審議していた

だき拙速に進めることのないようお願いする。 

（渡邊聖籠町長） 

・市町村にも配慮した案がこの度示されたことは評価する。 

・手挙げ方式は全国的なバランスを欠く。またブロック内の利害調整についても未だ明

確でない。 

資料① 
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・法案の７条や19条において、市町村とどのような形態で何を話し合うのか具体的では

ない。 

 ・市町村の意見反映の仕組みは、法律上の位置づけが明確でなく不十分。特定広域連合

委員会の規約に定めることを法定化するなど、具体的に拘束力のあるものにすべき。 

 ・協議の場は、ブロック毎の市町村長が一堂に会する場で行ってもよいのではないか。 

・まだ反対の首長や住民が多く、拙速に進めることなく、今後とも町村の意見を反映さ

せながら進めていただきたい。 

（高山環境大臣政務官） 

 ・自然公園法（国立公園）が移譲対象となっていることには異議がある。開発推進と規

制（保全）は分離したほうがい。閣議決定案（事務区分や関与などは明記せず。移譲

の可否はさらに検討）において、協働管理型は評価されたと思っている。 

（北神経済産業大臣政務官） 

・地方自治法291条の２の趣旨に沿うと、事務の持ち寄りは必要である。 

・対象を３機関以外にも広げることは技術的に可能と思っている。 

・法案には事務的に同意していない個別事務権限を含む法律を列挙しており、空振り規

定になるのではないか？合意できた内容のみを法案に記載して、積み残された論点は

別途また法律を制定すればよい。 

・個別作用法以外の事務については、設置法に基づく国の事務を広域連合に委任をする

ことによって確実に執行することが望ましい。 

（吉田国土交通副大臣） 

 ・２条３項の管轄区域から除く区域は、法律に規定すべきである。 

 ・５条２項の持ち寄り事務は、事務等移譲基本方針に必要な事項を記載するなど、四重

行政にならないよう十分に今後検討していただきたい。 

 ・17条２項の国の関与・並行権限行使については、実効性の確保にも配慮していただき

ながら、柔軟に政令で規定していただきたい。 

 ・19条の実施計画は、国が決定する予算などを踏まえたものにする必要がある。 

 ・25条の大規模災害時の指示は、緊急災害対策本部が設置された場合に限定せず、過去

の災害事例を踏まえて、本部設置に至らない災害時にも可能にすべきである。 

 ・閣議決定本文について、「原則移譲の対象とする方向で」という文言は削除していた

だきたい。 

・個別の事務等について十分な検討ができるよう今後も丁寧な調整をお願いしたい。 

（北川教授） 

・これまで「原則廃止」ということを大前提で進めている趣旨はご理解をいただきたい。 

 ・事務の持ち寄りについては効率性を考える必要があるとは思うが、地方に主体的に任

せるという大原則を変えてはいけない。 
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（川端内閣府特命担当大臣） 

・市町村の関与の仕方は我々なりに知恵を出して考えてきたので、ご理解いただきたい。 

・国出先の原則廃止、地方の自立的・主体的な思いという理念のもと、手挙げ方式で議

論してきたという経緯をご理解いただきたい。 

・持ち寄り事務の義務付け等も、地方の自立的・自主的から考えると馴染まない。ただ、

より効率的にやるということで、努力義務規定にさせて頂いた。 

・個別の作用法令に基づかない事務については、認定前の確認や、事務等移譲計画や実

施計画の中で必要な記述を行うことなどを考えている。 

・管轄区域から除く区域については、現行の出先機関の管轄区域が政令で定められてい

るので、同じ政令レベルだと考えている。 

・緊急災害対策本部でなくても、非常災害対策本部を設置された場合は幅広く要請を行

えるようにしており、地方の応諾義務も課してあるので、ご理解いただきたい。 

・財政上の措置の具体の内容については、関係省庁と相当詰めた議論をしなければなら

ないので、実が担保されるように引き続き検討を行いたい。 

・環境省から提案のあった協働管理型については、原則全部を移管するというとき、実

務をどういう形で機能させるのか、国の責務をどう整理するのかについて、引き続き

検討したい。 

・３機関以外の機関の問題については、次のステップで検討したい。 

・完全に皆さんの意見が一致するには至っていないが、政府としての取りまとめを行う

機は熟してきたと思う。 

・今日のご意見を踏まえる中で、法案と閣議決定案の取り扱いについては、担当大臣で

ある私にご一任頂きたい。 

（経産省からは対案も検討してほしいとの意見あり）
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【P5参照】

【概要のみ】

省略

省略

省略

平成24年6月8日
アクション・プラン推進委員会（第9回）資料
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